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第 9章　 中国の「デジタルシルクロード」構想
～背景、関連文書、企業行動～

伊藤　亜聖

はじめに
ますます通信端末が普及し、価値の創造と人と人との間のコミュニケーションがより一
層情報化されるデジタルの時代に、いかなる開発構想が必要だろうか。人口大国を多く含
む地域が経済成長することで、世界の富に占める新興国・途上国の比率は高まっている。
インターネットと携帯電話のユーザーを見ると、もはや先進国よりもそれ以外の地域に住
む人々の方が多数派である。デジタル経済を通じて自国を発展させようというアイデアは
すでに多くの新興国・途上国で見られている。これらの変化に対応した構想はあるだろう
か。
習近平政権が重点外交政策として実施してきた「一帯一路」構想は、物理的なインフラ
ストラクチャーの建設と連結に加えて、光ファイバーの敷設や北斗衛星の利活用、Eコマー
ス網の推進といったデジタルな領域も含む。これらは「情報シルクロード（信息丝绸之路 , 
Xinxi Sichou Zhilu）」、「デジタルシルクロード（数字丝绸之路 , Shuzi Sichou Zhilu）」等と呼
ばれてきた。本稿の目的は、これらの「デジタル」領域における「一帯一路」構想の背景
と動向を検討することである。
「デジタル」領域における「一帯一路」は、どの程度まで 21世紀型の広域経済圏構想と
言えるのだろうか。中国政府は「一帯一路」建設工作領導小組弁公室の公式サイトにおい
て「情報シルクロード」の項目を、次のように説明する 1。

「情報シルクロードとは、通信およびインターネット産業に焦点を当てた新型の国際
貿易の道を指す。「一帯一路」を構築する過程で、沿線の国々は情報交換を通じて相互
に接続され、相互の接続はインターネット上で先行して進める。同時に、メディアの
共有とウィンウィン関係の構築を積極的に推進し、リソースの交換、人材の交換、ビ
ジネストレーニングにおける相互作用を強化する必要がある。多様で長期にわたるコ
ミュニケーションと協力のメカニズムを確立し、メディア間の協力と協力の新しい局
面を開く。」

関連の報道やレポートも増えている（中国電子信息産業発展研究院編著 , 2017; Stec, 
2018; Shi-Kupfer and Ohlberg, 2019）2。
中国からデジタルの端末と技術が輸出されることに対して警戒感が高まっている。RWR
アドバイザリーグループの集計によると、中国がテクノロジー分野で進めるプロジェクト
は世界で 790億ドルに達し、特にインド、メキシコ、マレーシア、フィリピン、エチオピ
アで目立つことを報告している 3。また中国政府が推進する北斗衛星の打ち上げ数および
諸外国上空の飛行回数を集計すると、数の上で米国の GPS衛星を急速に追い越しつつある
とも報道されている 4。ドイツ・ベルリンに拠点を置くメルカトル中国研究センター（The 
Mercator Institute for China Studies, MERICS）は、「一帯一路」関連プロジェクトを集計し、
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地図上にマッピングしているが、光ケーブル、通信インフラ、データセンター、テクノロジー
企業による投資プロジェクト情報から、「デジタルシルクロード」の地図も作成している 5。
通信インフラや監視カメラを含むスマートシティソリューションの輸出は、実質的に「監
視社会」の輸出を意味するとも指摘されている 6。また 2019年以来、デジタル人民元構想
への警戒感も高まっている 7。ソーシャルネットワーキング大手のフェイスブック創業者・
マーク・ザッカーバーグは「中国は「一帯一路」構想の一部となる『デジタル人民元』計画を、
アジアやアフリカで影響力拡大に使おうとしている」として、自らが推進する仮想通貨リ
ブラ構想を擁護した 8。
しかしもう一方で、中国のデジタルソリューションが、より包摂的な課題解決にもつな
がるとの見方もある。国際経済開発の領域ではアリババ集団のアントフィナンシャルは、
銀行口座を持たない人々にも金融サービスをもたらす「金融包摂（Financial Inclusion）」の
事例として、そして「淘宝村（Taobao Village）」の事例は農村開発の成功例として言及さ
れる（World Bank, 2019）。国連の「持続可能な開発目標（SDGs）」には通信インフラの整
備やディッセントワーク（働きがいのある人間らしい仕事）の拡充が記載されており、中
国からあふれ出し始めた「デジタル」の領域をどう評価するか検討が必要である。
以上の問題意識から本稿では三点を検討する。第一節では「デジタルシルクロード」構
想が意味を持ちつつある背景を検討する。第二節では「デジタルシルクロード」に直接関
連する文書を検討することで、中国政府が何を考えているのかを検討する。第三に、どこ
まで進捗しているのかを検討するために、中国企業の対外投資および建設案件を検討する。

1．メガトレンドとしてのデジタル化

（1）新興国のデジタル化
「デジタルシルクロード」を検討するうえで、その前提としてデジタル化を巡るグローバ
ルな動向、そして中国経済・社会のデジタル化、そして「一帯一路」構想の変貌と調整を
簡単に確認しておこう。
第一に、世界経済のデジタル化が進展し、とりわけ 2010年代に新興国にまでインターネッ
ト、そして通信インフラが普及して、現地社会と経済を変貌させている（伊藤、2019a）。
すでに広く理解されているように、グーグルやアップル、フェイスブック、アマゾンと
いったデジタル経済のプラットフォーム企業は、売り手と買い手のマッチングをすること
で急激に成長を遂げてきた。デジタル経済には、①顧客が一人増えた場合の限界費用が低
い、②プラットフォームへの参加者が増えることによって、他の参加者にとっても利便性
が向上する「ネットワークの外部性」という特徴を持ち、③それゆえに、各カテゴリーで
ごく少数のプラットフォームに正のフィードバックループが発生し、寡占化しやすい、と
いった点が指摘されてきた。
加えて、デジタル経済は米国や先進国を中心に拡大してきたが、インターネット、そし
て携帯電話に代表される情報通信端末は 2010年代に新興国・途上国にも広く普及してい
る（図 1）。こうしたデジタル化の進展には情報アクセスの改善、自動化の普及、プラット
フォームの台頭を通じて、経済の透明化と効率化とイノベーションを推進する可能性があ
るが、同時に情報統制や失業・不平等問題、そしてプラットフォームによる寡占化のリス
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クもあり、各国政府にはデジタル化に対応した対策をとることが求められている（世界銀行 , 
2016）

図 1　インターネット人口の分布

出所：伊藤（2019a）より。元出所は世界銀行・世界開発指標より。

製造業の発展を梃として経済発展と先進国へのキャッチアップを目指せる時代には、そ
れに対応した開発構想があった。直接投資も受け入れて対外開放し、工場を設立し、技術
者をはじめとする人材（人的資本）を育み、そして知的財産する創出する基盤を整えるこ
とだった。輸出志向型工業化とも呼ばれたメカニズムを活用し、物流インフラを整える一
方で、関税や投資規制といった制度的制約を取り除く。経済成長のために、世界貿易機関
（WTO）への加盟に代表されるような物と資本が動く時に生じるコストを下げる貿易・投
資協定が重要な役割を果たした。
デジタル化の時代にいかなる協定がもとめられるのかは、いまだに不明瞭である。デジ
タル化の時代にも光ファイバー、衛星、通信設備といった情報通信インフラの建設は必要
であろう。そしてそのインフラを活用して取引や課題を解決するプラットフォーム企業と
アプリケーション企業の成長が必須となる。サービス貿易協定、知的財産に関わる取り決
めはすでに環太平洋経済連携協定（TPP）にも含まれたものの、データとプライバシーの
取り扱いやプラットフォーム企業への課税と規制を巡ってはいまだに議論が収斂していな
い。
ただ少なくとも、デジタル化の波が広がるに至り、多くの新興国・途上国政府もデジタ
ル化関連政策を立案し、自国の発展、効率化、そして統治のために技術を活用しようとし



第 9章　中国の「デジタルシルクロード」構想

̶ 122 ̶

ている。ここにデジタル化を推進したいという新興国・途上国側のニーズがある。例えば
2018年 7月、BRICS首脳会議が南ア・ヨハネスブルクで開催された際のテーマは、「アフ
リカにおける BRICS：第四次産業革命による包摂的成長と共栄のための協力」であった 9。
同会議で採択されたヨハネスブルク宣言では、デジタル化とイノベーションを含む第
四次産業革命に関して関係国との意見交換を行う大臣級の協力プラットフォームとし
て「BRICS新産業革命パートナーシップ（BRICS Partnership on New Industrial Revolution, 
PartNIR））を始動させることに合意している 10。南ア単独の産業発展計画でも「デジタル
産業革命（Digital Industrial Revolution, DIR）」を強調する。またインドにおいてもモディ政
権は「デジタルインディア」構想を掲げ、指紋と虹彩情報といった生体認証を利用した国
民個人番号制度「アダール／アダハー（Aadhaar）」の普及に力を入れている。

（2）中国のデジタル化
第二に、こうしたデジタル化のトレンドのなかで、中国は米国にならぶデジタル経済の
主要国となっている。中国では民営企業がスマートフォンや IoT機器といった製造業に加
えて、IT分野でも成長した。同時に、権威主義体制のもとで、米欧とは異なるデジタル社
会化を遂げている（伊藤、2019b; Ito, 2019a）。ここに中国がデジタル分野での重要な「サ
プライヤー」であり「ソリューションプロバイダー」となる素地がある。
前項で言及したデジタル経済自体が持つ特性ゆえに、人口大国ではプラットフォーム企
業の規模化が容易である。中国のインターネットユーザー数は 2019年までに 8億人を突破
しており、グレートファイアーウォール（Great Firewall, GFW）と投資規制を運用した国外
プラットフォーム・サービスへのアクセス規制を通じて、段階的に国内企業が台頭しやす
い環境が作り出されてきた。また中国国内でのＩＴサービス業者間の競争も無視できない
作用をもたらしてきた。国内競争と実質的かつ段階的な外資規制により、中国国内企業は
膨大なユーザーを確保し、サービス提供を通じて世界規模のプラットフォーム企業へと成
長した。その筆頭たる 3社、すなわち Eコマースを起点として成長したアリババ（Alibaba）、
ソーシャルネットワーキング（SNS）とゲーム部門を中心に成長したテンセント（Tencent）、
そして検索サービスを提供してきた百度（Baidu）の頭文字をとって BATと略称されてきた。
株式時価総額からすれば、現状ではアリババとテンセントが二大企業となった。
両社は、それぞれアリペイとウィーチャットという、数億人単位のユーザーを誇り、な
おかつ支払いやメッセージ、そしてタクシーやチケットの予約が可能な統合的なアプリ
ケーション、いわゆる「スーパーアプリ」を構築することに成功した。近年では百度より
もむしろ美団（Meituan）、滴滴出行（Didi Chuxing）、字節跳動（Bytedance）といった企業
が存在感を高めてきており、これらプラットフォーム企業の間の国内競争は激しい。
中国政府も 2010年代に、デジタル化に関連する政策を数多く立案し、いわゆる「第四次
産業革命」を中国で実現すべく力を入れてきた（表 1）。ビッグデータ、コネクテッドカー、
人工知能産業といった特定分野の振興を目指す産業政策に並行して、社会信用スコアやデ
ジタル郷村発展戦略に見られるような社会統治にデジタルを活用するような動きも見られ
てきたことがわかる。



第 9章　中国の「デジタルシルクロード」構想

̶ 123 ̶

表 1　中国国内におけるデジタル化関連政策

政策名 発表年月 発表機関 概要

社会信用体
系建設計画
綱要（2014-
2020年）

2014年
6月 14日 国務院

2020年までに社会信用スコアにかかわる基礎的な法律と基準を整
備する。政府の業務、企業取引、金融情報、建設と交通、Eコマース、
統計等の各面で社会信用を守るように推奨する仕組みを整備する。

中国製造
2025

2015年
5月 19日 国務院

半導体、工作機械、ロボティクス、航空宇宙産業などを筆頭に、
国内企業が世界トップレベルに達することを目指す構想。製造業
とインターネットの融合を強調。2025年までに製造業企業におけ
る研究開発投資の対売り上げ比率を 1.68%以上とするなどの目標。

ビッグデー
タ発展行動
綱要

2015年
8月 31日 国務院

5-10年以内に信用、金融、税収、農業、輸出入等のデータを整備
し、社会ガバナンスの新モデルを作る。政府のデータ開放と共有
を推進する。人口、法人情報、自然資源情報をはじめとする基礎デー
タを拡充させ、関連分析を進める。工業、農業等の産業ビッグデー
タ活用を進める。

インター
ネットプラ
ス行動指導
意見

2015年
12月 14日

工業情報
化部

工業化と情報化の二つの変化（「両化」）の融合を加速させ、CPS
（Cyber-Physical System）および技術標準の策定、および関連設備
製造業の国産化を目指す。コネクテッドカーの推進、設計開発体
制のプラットフォーム化、外注モデルの構築を発展させることな
どを明記。

13次五か
年計画国家
情報化計画

2016年
12月 27日 国務院

2020年までに情報関連産業の規模、発明特許数、基礎インフラの
普及率などで具体的目標を明記。ビッグデータ、「インターネット
プラス」、創業政策、「中国製造 2025」といった関連政策との連動
を図る。

次世代人工
知能発展計
画

2017年
7月 8日 国務院

人工知能の発達という戦略的チャンスをつかみ、人工知能産業で
の先発の優位性を構築する。2020年までに応用技術で世界の先進
水準を実現し、2025年までに基礎研究で重要な突破をし、応用面
では世界先端水準を実現する。2030年に理論、技術、応用の各面
で世界最先端の水準を実現する。

コネクテッ
ドカー産業
発展行動計
画

2018年
12月 27日

工業情報
化部

自動走行レベル 3以上の技術獲得を目指し、産業標準を策定し、
データベースを作成する。新車販売のうち、レベル 2以上のシス
テムが搭載されているものを 30%以上とする、車載情報端末を搭
載した車両を 60%以上とするなどを目標。

デジタル郷
村発展戦略
綱要

2019年
5月 16日

中国共産
党中央弁
公庁、国
務院

農村経済・社会のデジタル化を進め、農業の現代化、郷村の振興
を進める。2020年までに第 4世代移動通信網の普及率を 98%とし、
政府サービスの電子化を進め、貧困削減にも活用する。2025年ま
でに第 5世代移動通信技術の応用を進め、都市と農村の間のデジ
タル格差を縮小される。2035年までに都市農村間のデジタル格差
を大幅に縮小させ、農業農村の現代化を実現し、郷村のガバナン
ス能力の現代化を実現する。

出所：Ito（2019a）より。

（3）変貌する「一帯一路」
第三に、2013年から始動した「一帯一路」構想も当初のインフラ建設を主軸とした構想
としての性格を維持しつつも、「インフラからの多角化」、「質の高い一帯一路」、そして「デ
ジタルな一帯一路」へと変貌を遂げつつある（伊藤、2018a, Ito, 2019b）。大型インフラ事
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業は、公共事業として長期の借款となることが必然で、当然ながら返済されないリスクも
高い。「一帯一路」構想には公式なルートも、対象国も、プロジェクト区分も存在せず、フ
レキシブルあるいは定義不能な性質を持っている。道路、鉄道、港湾といったハードイン
フラの建設を通じたコネクティビティの向上が軸となってきたことは事実であるが、同時
に金融協力、政策協力といったソフトな協力も含まれている。制度と非制度、内政と外交、
経済と外交・安保といった多様な内容を持っているが、なかでも中国政府あるいは政策金
融機関から他国政府・企業への借款の条件が厳しく、「債務外交」にあたるという批判が登
場するに至り、債務持続性の重要性を中国政府自身も繰り返し言及するようになっている。
この意味で、インフラからの多様化、「質の高い一帯一路」の強調といった変貌の兆しが見
られている。こうした転換の中に「デジタル」の強調も位置づけて考えるべきであろう。

2．「デジタルシルクロード」を巡る言及とイニシアティブ

（1）「デジタルシルクロード」への言及
中国政府の関連文書および「一帯一路」国際協力ハイレベルフォーラム（2017年および

2019年）演説のなかでのデジタルにかかわる言及は表 2の通りである。2015年の当初構想
文書での言及から、衛星情報の共有が指摘され、翌 2016年には国家発展改革委員会と国家
国防科学工業局が「一帯一路」空間情報回廊に関する意見を発表している。2017年12月には、
第 4回世界インターネット大会にて、中国、エジプト、ラオス、サウジアラビア、セルビ
ア、タイ、トルコ、アラブ首長国連邦の政府部門などが「「一帯一路」デジタル経済国際協
力イニシアティブ」に署名している。ブロードバンドネットワーク接続、デジタルトラン
スフォーメーションの促進、Eコマース協力の促進、インターネットを通じた創業、情報
通信技術領域の投資促進、都市間のデジタル経済協力、国際標準化などの 15項目で合意し
ている。

表 2　「デジタルシルクロード」関連の主要政策文書および発言

文書・講話 年月（発表者） 主要内容

「シルクロード
経済ベルトと
21世紀海上シ
ルクロードの共
同建設を推進す
る展望と行動」

2015年 3月
（国家発展改
革委員会・外
交部・商務
部）

「国境を越えた光ケーブルなどの通信バックボーンネットワークの構築
を共同で推進し、国際的な通信相互接続のレベルを向上させ、情報シル
クロードを円滑に通す。双方向の国境を跨ぐ光ケーブルの建設を加速し、
大陸間海底光ケーブルプロジェクトを計画および建設し、航空（衛星）
情報チャネルを改善し、情報交換と協力を拡大する」11

「“一帯一路” 空
間情報走廊の建
設と応用の推進
を加速させるこ
とに関する指導
意見」

2016年 10月
（国家発展改革
委員会、国家
国防科学工業
局一司 [2016, 
1199号 ]）

「「一帯一路」空間情報回廊は、すでに運用中ならびに計画中の通信衛星、ナビゲー
ション衛星、リモートセンシング衛星のリソースを主として、宇宙空間のリソー
スと地上情報共有ネットワークを適切に補完および改善し、「センシング、伝送、
知識、使用」の四位一体の空間サービスシステムを形成する。統合された空間
情報サービスシステムは、情報の相互接続を実現するために、「一帯一路」沿線
国および地域に空間情報サービス機能を提供する」
「約 10年間の努力を通じて、東南アジア、南アジア、西アジア、中央アジア、
北アフリカに焦点とし、太平洋州、中央および東ヨーロッパ、アフリカ等を含む、
設備が整って高効率な「一帯一路」空間情報回廊を建設する」12
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文書・講話 年月（発表者） 主要内容

「一帯一路」
国際協力ハイ
レベルフォー
ラム（第 1回）
開幕式・基調
演説

2017年 5月
14日（習近
平国家主席）

「我々はイノベーション主導の発展を堅持し、デジタル経済、人工知能、
ナノテクノロジー、量子コンピューターなどのフロンティア分野での協
力を強化し、ビッグデータ、クラウドコンピューティング、スマートシ
ティの構築を促進し、21世紀のデジタルシルクロードを接続せねばな
らない。科学技術と金融との深い統合を促進し、イノベーションのため
に環境を最適化し、イノベーションリソースを収集する必要がある。我々
は、インターネット時代のすべての国の若者のために、創業の空間と場
を作りだし、次世代の若者の夢を実現する必要がある」13

「「一帯一路」
デジタル経済
国際協力イニ
シアティブ」

2017年 12月 第 4回世界インターネット大会にて、中国、エジプト、ラオス、サウジ
アラビア、セルビア、タイ、トルコ、アラブ首長国連邦の政府部門など
が共同発表。ブロードバンドネットワーク接続、デジタルトランスフォー
メーションの促進、Eコマース協力の促進、インターネットを通じた創
業、情報通信技術領域の投資促進、都市間のデジタル経済協力、国際標
準化などの 15項目で合意 14

「一帯一路」
国際協力ハイ
レベルフォー
ラム（第 2回）
開幕式・基調
演説

2019年 4月
（習近平国家
主席）

「イノベーションは生産性であり、企業はそれらに強く依存しており、
国はそれらに依存して繁栄する。第 4次産業革命の発展趨勢に順応し、
デジタル化、ネットワーク化、スマート化の発展機会を共同で把握し、
新技術、新業態、新モデルを共同で探求する。新しい成長のモメンタム
と発展経路を探求し、デジタルシルクロードとイノベーションシルク
ロードを建設する。中国は引き続き「一帯一路」の科学技術革新行動計
画を実施し、各関係者と協力して、科学技術と人文科学の交流を推進し、
共同研究所、科学技術パーク、および技術移転の 4つの主要な措置を促
進する。今後 5年間で、イノベーション人材の交換プログラムを積極的
に実施し、5,000人の中国人および外国人の人材の交流、トレーニング、
および共同研究を実施する。各国企業をサポートし、情報通信インフラ
ストラクチャーの構築を促進し、ネットワーク接続のレベルを向上させ
る」15

「共建“一带

一路”倡议：

进展、贡献与

展望 2019」
（第2回サミッ
ト時発表報告
書）

2019年 4月 「デジタルシルクロードの建設は、すでに「一帯一路」共同建設の重要
な一部となっている。中国とエジプト、ラオス、サウジアラビア、セル
ビア、タイ、トルコ、アラブ首長国連邦、およびその他の国は、共同で「一
帯一路」デジタル経済国際協力イニシアティブを開始した。デジタルシ
ルクロード建設を強化するために、16か国と協力文書に署名した」16

出所：筆者作成。

（2）デジタル経済国際協力イニシアティブ
前述の「「一帯一路」デジタル経済国際協力イニシアティブ」はその内容が公開されてい
る。15項目のうち第 1項目は次のように述べ、情報通信のハードインフラの建設協力だと
理解できる。

「ブロードバンドアクセスを拡大し、ブロードバンドの品質を向上させる。地域の通
信、インターネット、衛星ナビゲーションなどの重要な情報インフラストラクチャー
を構築および改善し、相互接続を促進し、手頃な価格で高速インターネットアクセス
と接続を拡大する方法を探り、ブロードバンドネットワークのカバレッジを促進し、



第 9章　中国の「デジタルシルクロード」構想

̶ 126 ̶

サービスの機能と品質を改善する」

同時に同イニシアティブでは、電子商取引（Eコマース）や、中小企業の発展、スキルトレー
ニングの強化といった項目も含まれている。例えば第 3項目は次のようなものだ。

「電子商取引の協力を促進する。国境を越えた電子商取引の信用、通関、検査と検疫、
消費者保護における情報共有と相互信頼と相互承認のメカニズムを確立する可能性を
探る。金融と決済、倉庫保管と物流、技術サービス、オフライン表示等の面での協力
を強化する。消費者の権利保護に関する協力を強化する」

こうした文言はいまだに方向性を示すものにとどまり、具体的なプロジェクトが見えて
こない。2019年 4月に開催された「一帯一路」国際協力ハイレベルフォーラムの分科会の
場で、中国国家インターネット情報弁公室の楊小偉副主任は、「中国は 16か国と「デジタ
ルシルクロード建設諒解備忘録」を署名した」と表明した 17。しかしながら 16か国が具体
的にどの国なのか、そしてその備忘録にどのような内容なのかは明らかではない。個別に
情報を集めると、少なくともラオスとは「デジタル（オンライン）シルクロードの建設協
力を強化する諒解備忘録」を、中国の国家発展改革委員会とカザフスタンの情報通信部は
「デジタル経済協力の諒解備忘録」を、そして同じく国家発展改革委員会とハンガリーのイ
ノベーション・技術部は「「デジタルシルクロード」を協力して展開することに関する双方
向行動計画」に署名している 18。

3．中国企業によるテクノロジー分野の投資・建設案件

（1）中国企業によるテクノロジー分野の対外投資
情報通信にかかわるハードなインフラ建設の面では、習近平政権となる以前から見られ
てきた。華為技術や中興通訊（ZTE）といった通信設備の建設はとくにアフリカをはじめ
として広がってきたが、上記のデジタル経済イニシアティブに参加している国の中では、
ラオスの人工衛星「ラオ 1号（Lao Sat 1）」の事例は興味深い。ラオス人民民主共和国の建
国 40周年に向けて、中国の資金、そして中国企業の技術によって情報通信衛星が 2015年
11月に打ち上げられたのである。契約は 2009年 9月に遡り、2012年 7月にラオス政府が
中国輸出入銀行から 2億 5900万ドルの融資を受けるスキームが決まり、2015年 11月に四
川省の西昌衛星発射センターから打ち上げられた。ラオス政治の専門家である山田紀彦氏
は、「これらの事業は人民革命党、国家、そしてラオス国民が成し遂げてきた成果というよ
りも、中国資金で中国の支援と技術によりすべて「実施してもらった」、また「今後実施し
てもらう」プロジェクト」という面が否定できないと指摘する（山田 , 2015）。運用寿命 15
年の間に、投資額に見合う波及効果が見られるのかは不明である。中国は類似した衛星の
一括輸出をナイジェリア、ベネズエラ、パキスタン、ボリビアといった国々にも提供して
きた。
中国企業によるデジタルにかかわる分野における投資とインフラ建設の概況を、アメリ
カン・エンタープライズ公共政策研究所が公開している投資・建設案件データベースをも
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とに整理しておこう。同データは 2005年以降で、1億米ドル以上の案件を集計しており、
2019年末時点で 1635件の投資案件、1700件の建設案件をリストアップしている。大型案
件のみが対象となるという限界がある一方で、案件レベルのデータを中国政府が公開して
いないため、一定の利用意義がある。
同データでは投資案件を 14の部門に分類している 19。そのなかでテクノロジー分野を取
り出し、金額で上位 10案件を示したものが表 3である。二番目の美的集団によるドイツの
ロボットメーカー・クーカの買収や、聯想集団によるモトローラモビリティと IBMの買収、
そして清華控股による半導体メーカーの買収は、自社の事業とのシナジー効果を考えれば
理解が可能である。その一方で、航空会社である海航集団がソフトウェア流通のイングラ
ム・マイクロを買収する案件や、鉄鋼メーカーであるはずの江蘇沙鋼集団がデータセンター
事業を展開するグローバルスイッチを買収する案件は、経済的なロジックでの理解が困難
である。海航集団を巡っては過剰な国外資産への投資が債務問題を引き起こし、2018年 7
月には王健会長が南フランスの観光地で転落死している 20。またグローバルスイッチのデー
タセンターを利用していたオーストラリア国防省は、電子ファイルを同センターから移動
させる対応をとると報道されている 21。全案件を集計してマッピングすると図 2の通り、
米国、そして欧州を中心とした投資案件が多い。

表 3　中国企業によるテクノロジー分野の対外投資（上位10案件）

年 投資企業 対象国 対象企業 金額（単位：
100万ドル）

取得株式
比率

2016 海航集団（HNA） 米国 イングラム・マイクロ
（Ingram Micro）

$6,000 100%

2016 美的集団（Midea） ドイツ クーカ（Kuka） $4,680 94.5%

2016 珠海艾派克科技（Apex Technology）、
太盟投資集団（PAG Asia Capital）、
その他

米国 レックスマーク（Lexmark） $3,900 -

2016 江蘇沙鋼集団有限公司（Jiangsu 
Shagang）、その他

英国 グローバルスイッチ
（Global Switch）

$4,000 49%

2014 聯想集団（Lenovo） 米国 モトローラモビリティ
（Motorola Mobility）

$2,910 100%

2017 建広資産管理有限公司（JAC 
Capital）

オランダ NXPセミコンダクターズ
（NXP Semiconductors）

$2,750 -

2018 清華控股（Tsinghua Holdings） フランス リンセンス（Linxens） $2,570 100%

2018 中国航空工業集団（AVIC） 英国 グローバルスイッチ
（Global Switch）

$2,440 25%

2014 聯想集団（Lenovo） 米国 IBM $2,300 ｰ

2015 清華控股（Tsinghua Holdings）、中信
集団（CITIC）

米国 オムニビジョン
（Omnivision Technologies）

$1,900 100%

注：集計範囲はデータセット上のテクノロジー分野の投資案件である。
出所：American Enterprise Institute, China Global Investment Tracker（2019年 12月末）データ及びその他報
道より作成。



第 9章　中国の「デジタルシルクロード」構想

̶ 128 ̶

図 2　中国企業の技術分野での投資案件マップ

注：技術分野（テクノロジーセクター）の案件を金額ベースで集計した。
出所：American Enterprise Institute, China Global Investment Tracker（2019年 12月末）データより作成。

（2）アリババとテンセントによる対外投資
データベース上で、テクノロジー分野を取り出すことには問題点もある。とくにアリバ
バやテンセントといった中国の巨大 IT企業が行う対外投資案件の多くが、「エンターテイ
メント」や「その他」の分類となっているためである。これら企業による東南アジアをは
じめとする新興国・途上国向けの投資は無視できない 22。表 4にはアリババとテンセント
による対外投資案件の上位 10案件を示した。テンセントによるモバイルゲーム大手・スー
パーセルの買収が金額的には突出している。そのうえで、アリババによる東南アジアの電
子商取引大手ラザダの買収、そして両社によるインドのスタートアップ企業への投資もラ
ンクインしている。全案件を集計してマッピングすると図 3の通り、フィンランド、米国
に加えて、インド、インドネシアといった国々の投資も目立つ。

表 4　アリババとテンセントによる対外投資（上位10案件）

年 投資企業 対象国 対象企業 金額（単位：
100万ドル）

取得株式比率

2016 テンセント フィンランド スーパーセル（Supercell） $8,600 84%

2017 テンセント 米国 スナップ（Snap） $2,240 12%

2018 アリババ シンガポール ラザダ（Lazada） $2,000 -

2017 テンセント 米国 テスラ（Tesla） $1,780 5%

2016 アリババ シンガポール ラザダ（Lazada） $1,000 51%

2017 アリババ シンガポール ラザダ（Lazada） $1,000 32%

2017 テンセント スウェーデン スポティファイ（Spotify） $800 -



第 9章　中国の「デジタルシルクロード」構想

̶ 129 ̶

年 投資企業 対象国 対象企業 金額（単位：
100万ドル）

取得株式比率

2017 テンセント インド フリップカート（Flipkart） $700 -

2019 アリババ 英国 ワールドファースト（WorldFirst） $690 100%

2015 アリババ インド One 97 $680 16%

注：集計範囲はデータセット上でアリババとテンセントの投資対象案件である。
出所：American Enterprise Institute, China Global Investment Tracker（2019年 12月末）データより作成。

図 3　アリババとテンセントによる投資案件マップ

出所：American Enterprise Institute, China Global Investment Tracker（2019年 12月末）データより作成。

投資案件に加えて注目が必要なのは、アリババ創立者の馬雲が主導する eWTP（Electronic 
World Trade Platform）構想である。2016年に馬雲が提唱した、世界の中小企業のための越
境電子商取引のルール作りを目指す団体である。マレーシア、ルワンダ、エチオピア、ベ
ルギー等がすでに協力を表明している 23。

（3）中国企業によるテクノロジー分野の建設案件
最後にテクノロジー分野における建設プロジェクトを見てみよう（表 5）。上位には二大
通信機器メーカーである華為技術と中興通訊（ZTE）が並ぶ。想像されるように、マッピ
ングしてみると、アフリカ、南アジア、東南アジアなどの南半球に案件が集中している（図
4）。また 2000年代の受注した案件も複数含まれており、「一帯一路」構想が動き出す 2013
年以前の案件が実に多い。
この特徴は、すでに検討してきたテクノロジー分野の投資案件とは大きく異なる。とく
に表 3で見たような投資案件には、経済的観点からの合理的な説明が難しい案件も複数あ
り、「一帯一路」構想の始動による影響がありえるだろう。アリババとテンセントによる
対外投資も、近年増加しているが、これは同時期に電子商取引やシェアリングエコノミー
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が成長し、新興国で有望なスタートアップ企業（いわゆるユニコーン企業）が生まれてき
たことと無縁ではないだろう。つまり「一帯一路」構想が始動したあとに、テクノロジー
領域の投資はたしかに進んだように見えるが、それ以外の領域についてはそうした傾向は
はっきりとは確認できない。

表5　中国によるテクノロジー分野の対外建設プロジェクト（上位10案件）

年 受注者 対象国 発注者 契約金額

2006 中興通訊（ZTE）, 華為技術
（Huawei）およびその他

エチオピア エチオテレコム（Ethio Telecom） $2,400

2013 華為技術（Huawei） イタリア ヴィンペル・コム（VimpelCom） $1,300

2016 中興通訊（ZTE） イタリア - $1,010

2010 華為技術（Huawei） イタリア ボーダフォン・イタリア
（Vodafone Italia）

 $970 

2013 華為技術（Huawei） エチオピア -  $800 

2013 華為技術（Huawei） ナイジェリア グローバコム（Globacom）  $750 

2013 華為技術（Huawei） デンマーク TDC  $700 

2006 華為技術（Huawei） パキスタン ユーフォーン（Ufone）  $550 

2012 華為技術（Huawei） パキスタン ヴィンペル・コム（VimpelCom）  $500 

2009 華為技術（Huawei） シンガポール ネクレウスコネクト（Nucleus 
Connect）

 $490 

注：集計範囲はデータセット上でテクノロジー分野の建設プロジェクトである。
出所：American Enterprise Institute, China Global Investment Tracker（2019年 12月末）データより作成。

図 4　中国企業によるテクノロジー分野の対外建設プロジェクト

注：技術分野（テクノロジーセクター）の案件を金額ベースで集計した。
出所：American Enterprise Institute, China Global Investment Tracker（2019年 12月末）データより作成。
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むすび
本稿では第一に「デジタルシルクロード」構想が意味を持つ背景、第二に「デジタルシ
ルクロード」に直接関連する文書から中国政府の考え、そして第三に中国企業の展開がど
こまで進捗しているのかを検討した。新興国にまでデジタル化が広がるなかで、新興国の
政府はデジタルをいかに活用して自国を発展させられるかを模索している。そのなかで中
国企業はデジタル分野において端末（ハードウェア）の面においても、そしてソリューショ
ン（ソフトウェア）の面においても有力な提案者となっている。そして「一帯一路」構想
が重厚長大のインフラ事業のリスクゆえに調整段階に入っていることも、デジタル領域に
おける広域構想が意味を持ちつつある背景として指摘できる。中国政府が他国と署名して
いるデジタルシルクロード関連の備忘録の詳細は不明であるが、ハードな通信インフラの
整備と共有のほかに、電子商取引の面での連結性の向上も明文化されている。中国企業の
動向を見ると、技術投資の分野では先進国への投資が目立ち、アリババ・テンセントの投
資動向からは先進国とデジタル化が期待される新興国への投資が両方みられ、そして通信
インフラの建設では華為技術と中興通訊（ZTE）による南半球での受注が目立つ。
これらの一連の動きは、果たしてデジタル化時代の広域開発構想と言えるだろうか。製
造業の時代における連結性は、異なる発展段階の国々がそれぞれに優位性を持つ生産物を
輸出することで互恵的な成長をもたらすという点が根幹にあった。デジタルの領域におい
て、中国企業から情報端末やソリューションを導入することで、情報アクセスを改善し、
経済を効率化し、そして現地経済がイノベーションを推進していく可能性はある。しかし
目下の「デジタルシルクロード」関連のプロジェクトを見ると、そこでは決してプラット
フォーム企業への規制やプライバシーとデータへの規制といった、デジタル経済が内包す
るクリティカルな問題点が俎上に上がっているとはみなせない。そこで動いているのは、
通信インフラや電子商取引といった面でのつながりの深まりが先行している姿であり、現
時点ではそこから 21世紀型の広域開発構想の詳細が浮かび上がってはいない。しかしなが
ら、人口と富の両面でますます存在感を高める新興国の、さらには技術とビジネスの両面
でフロンティアとなっているデジタル経済の領域に、中国企業は積極的にかかわろうとし
ていることは明らかである。情報端末、通信インフラ、電子商取引、そしてベンチャー投
資といった面を超えて、デジタル経済を巡るルール作りで中国がどのような役割を果たす
のか注目が必要だろう。
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